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政 令 0 国立大学の学科及 び課程並 び に 講座 及 び
0国立学校設置法施行令の一部を 改正す る 学科目 に 関 す る 省令の一部を改正す る 省
政令 ( 136) 5 • 29 令 （同 25) 5 ・29
0 国立大学共同 利用 機関組織運営規則 等の
省 令 一部を改正す る 省令 （ 同 27 ) 5 • 29 
0 文部 省設置法施行規則の 一部を 改正す る
省令（文部22) 5 • 29 規 則
0 文部 省定 員規則の 一部を改正す る 省令 0 人 事 院規則 1 6 - 3 （災害を受けた職員の
（同 23) 5 • 29 福祉施設 ） の 一部を 改正す る 人事 院規則
0 国立学校設置法施行規則等の 一部を改正 （人事院16- 3 - 10) 5 • 29 
す る 省令 （ 同 24) 5 • 29 
学 内 規 則
富山大 学と民間等との 共同研究取扱規則の一部改正
富 山 大学と民間等との共同研究取扱規則の一部を改正す る規則を次の と お り 制定す る 。
平成元年 5 月 10 日
富山大学と民間 等との共同研究取扱規則
の一部を改正する規則
富 山 大 学と民間等との共同研究取扱規則 （昭和59年
10月 26 日 制定 ） の 一部を次の よ う に 改正す る。
第 7 条第 1 項中 「年額400,000 円」を 「 年 額 4 1 2 , 000
円」 に 改め る 。
附 則
この規則は 、 平成元年 5 月 10日から施 行 し， 平 成 元





「民間等共同研究員の 研究料 に つ い て （文部 省 学 術
国際局長通知 ， 平成元年 3 月 22 日 文学助第 105号 ） 」に
基づき ， 研 究料を改め る 。
平成元年 6 月 1 日 品拍手 報 第307号
富山大 学と民間等との 共同研究実施細則の全部改正
富 山 大 学と民間等と の共 同研究実施細則 の 全 部を改正す る細則を 次 のと お り 制定する。
平成元年 5 月 10 日
富山大学と民間 等との共 同研究実施細則
富山大学と民間等と の共 同研究実施細則 （ 昭和59年
10月 26日制定） の 全 部を改正する。
（趣 旨）
第 1 条 こ の細則は， 富 山 大 学と民間等と の 共 同 研 究
取扱規則J （以下「規則 」 とい う 。） 第 1 9条 の 規 定 に
基づき，共同研究 の 申 込み手続等 に 関して 必 要な 事
項を定める も のとす る。
（共同研究申 込書）
第 2 条 規則 第 4 条 の 共同研究 申込書は ， �lj紙様式第
l 号 に よる も のとす る。
（受入れ枠配 分等 の 申 請）
第 3 条 部局長は， 規則 第 5 条第 2 項 の規定 に よ り 民
間等共同 研究員 の受入れ枠及 び共同研究経 費 の 配 分
を 申 請する場合は ， 民間等と の共同 研究受 入 れ枠等
申請書 （文部省指定様式）及 び民間等と の 共 同 研 究
申請書 （文部省指定様式） を学長 に 提 出する も のと
する。
（共 同研究計画書 の 提 出）
第 4 条 部局長は， 前条 の規 定 に よる共同 研 究 経 費 配
分 に 係る文部省 の 査定結果 の 通知があっ たときは，
民間機関等 の長と最終的 に 合 意し た民間等と の共 同
研究計画書 （ 文 部 省指定様式）を学長 に 提 出 す る も
のとする。
（受入れ決定 の 通 知）
第 5 条 規則 第 5 条第 3 項の規定 に よ る契約 担 当 官 及
び民間機関等 の 長 に 対する通知は， そ れぞれ別紙様
式第 2 号及 び別紙様式第 3 号 に よ る も のとす る。
（ 学 内 公 表 の 方 法）
第 6 条 規則 第 5条第 3 項の規定 に よる共同研究の受
富 山大学長 大井 信一
入れ決定 の 学 内 へ の 公 表は ， 評議会 に 報 告し た 後，
富 山 大 学学報 に よ り 行 う も のとする。
（共同研究契約書）
第 7 条 規則第 6 条 の 共 同 研究契約書は ， 別紙様式 第
4 号 に よる も のとす る。
（受 入れの報告）
第 8 条 部局長は， 規則 第 6 条の規定 に よ り 契約 担 当
官から 共 同 研 究 に 関す る契約締結 の 通 知を受 け た と
きは， 民間等との 共 同 研究受入れ報告書 （ 文 部 省 指
定様式）を作成し ， 速やか に 学長 に 提 出 す る も の と
する。
（ 共 同 研究実施報告書）
第 9 条 規則第 17条 の 学 長 に 対する報告は， 民間等と
の 共 同 研究実施報告書 （文部 省指定様式） に よ る も
のとする。
附 則
こ の細則は， 平成元年 5 月 10日から施 行し ， 平 成 元
年 4 月 1 日から適用する。
砂 富山大学と民間等との共同研究実施細則の改正理
由
1 「民間等共 同研究員 の研究料 に つ いて （ 文 部 省 学
術国際局長通知，平成元年 3 月 22日文学助第 1 05号）」
に基づき，研究料を改める。
2 「平成元年 度 に おける民間等と の 共 同 研究 に 係 る
民間等共同研究員の受入れ枠等 の 申 請 に ついて （ 文
部省学術国際局長通知， 平成元年 1 月 18 日 文 学 助 第





phu園唱1年一 第元 一 式成一 様平一 紙lj l ロn 品同十 報 第307号
平成 年 月 日
（部 局 長） 殿
民間機関等の住 所名 称代表 者氏名
平成 年度民間等との共同研究申込書（新規・継続）


































のOも の品 つ 謡t全 寵霊長説いて寄金す品 こと2. 課を 。 は、実 初 らの 況、 の 究の概
。
富山大学の 研 究組織 氏 名 部 局 ． 職 現 在の専 門 役 割 分担
（研及究び代研究表者分担※者印）






た間め 氏 名 所属機関・部局・職 現在の専門 役 割 分担組織
研 究 を 実施す る施設 l加場民間合機は実関、 施等そ すのの所設 る富有備す吋、施る特設定名 、の所設 設備在地をに等つそのいも 所併て具在せ体すて何記る施入設す人に るすおこいるとて。こ使川用する 、j！ ｜
研 究開始予定時期
機 関 名 担当課・係名 担 当者氏名 電話（内線）事 務 連 絡 先
※ 当該請書 の標題 （新規・継続）欄は、 該当しないものを二本線（一）で消去する。
2.共同研究に要する経費





































共 同 研 究受入れ通知書
契約担 当宮 殿
部 局 長 ＠ 
平成 年 月 日付けで （ 民問機関等 の 長 ）
とに決定しましたので通知します。
なお，共同研 究 の 内容は ， 別紙共同 研究申請書 （写 ） 及 び共同研究計画書 （写 ） の と お り です ので契約
から申込み のあった共 同 研 究を受入れ る こ
の締結方よろし く お願 いします。
別紙様式第 3 号
富大 第 号
平成 年 月 日
（民間機関等 の 長 ） 殿
部 局 長 ＠ 
共 同 研 究 の受入れにつ い て （ 通知）
平成 年 月 日付 け で申込みのあ り ました下記研究題 目に係る共 同研究の受入れを決 定しました の で
お 知ら せします。




民間等と の 共同 研究契約書
富山 大学 （以下「甲」 と い う 。 ） と00000 （以下「乙」とい う 。 ） は ， 次 の 各 条によって 共 同 研究契 約
を締結す る も のとす る 。
（共同研究 の 題 目 等 ）
第 1 条 甲及 び乙は， 次 の 共同研究を実施す る も のとする。
(1)研究題 目
(2) 研究 目 的 及 び内容
(3) 研究実施場所
（研究期 間 ）
第 2 条 本 共同研究の研究期 間は， 平成 年 月 日から平成 年 月 日 ま でとす る。
（共同研究に従事する者 ）
第 3 条 甲 及 び乙は ， そ れぞれ別表第 1 に掲げ る 者を本共同研究 に参加させる も のとす る 。
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2 甲は，乙が本共 同研究に参加させる者を民間等共同研究員とし て受 け 入れる も のとする。
3 乙は ， 乙が本共 同 研究に参加させる別表第 1 に掲げる民間等共 同研究員に係る研 究 料 4 12,000 円 を 負
担する も のとする。
（共同研究に要する経費）
第 4 条 本共同研究に要する経費は別表第 2 に掲げる経 費 （以下 「研究経費」と い う 。 ）とする。
（研究料及 び研究経 費 の納付）
第 5 条 乙は，第 3 条第 3項に規定する研究料 及 び第 4 条の別表 中乙に係る研究経費を研究開 始 日 とし て
第 2 条に規定する平成 年 月 日 ま でに富山 大学歳入徴収官の 発する納 入告知書によ り ， そ れ
ぞれ ， 納付しな け れ ばならな い。
2 乙が所定 の納付期限 ま でに前項の研究料及 び研究経費を納付しないときは 納期 日 の 翌 日 から 納付 の
固 ま で の回数に応 じ， そ の未納額に年8. 2 5% の 割合 で計算した延滞金を納付しな け れ ばならない 。
（研究経費によ り 取得した設備等の帰属）
第 6 条 研究経費によ り 取得した設備 等 の 所有権は 甲に帰属する も のとする。
（施設， 設備 の 提供等）
第 7 条 甲は，別表第 3 に掲げる施設 ・ 設備を本 共 同 研 究 の 用に供する も のとする。
2 甲は，本共同 研 究 の 用に 供するため ， 乙から別表第 3 に掲げる乙 の 所 有に係る設備を無償 で受 け 入 れ，
共 同 で使用する も のとする。 この場合に お ける設備 の搬入及 び据付 けに要する 費 用 は ， 乙が 負 担する も
のとする。
3 甲は ， 乙 の 所有する特定 の 設備を使用することが必 要 で あ り ， 当該設備を甲に搬 入することが困難な
場合には， 当該設備が所在する施設に お い て研究を行 う ことが できる も のとする。
4 前項に規定する設備 の使用 料は無償とし そ の 所在地 名称等は別表 第 4 に掲げる も のとする。
（研究の 中止又は期 間の延長）
第 8 条 天災 そ の 他研究遂行上や むを得な い 事由があ るときは，甲乙協議の う え ， 本 共 同 研 究を 中止 し ，
又は研究期 間を延長することが できる。
（研究の 中止等に伴 う 研究経費等 の 取 扱 い ）
第 9 条 前条 の規定によ り 本 共 同 研究を中止した場合に お い て 第 5 条第 1項の規定によ り 納付された
研究経費 の額に不用が生 じた場合は 甲は不用 となった額 の範囲内 で そ の 全部又は一部を乙に返還する
ことができる。
2 甲は， 本 共同 研究を完了し ， 又は 中止したときは， 第 7 条 第 2項 の規定によ り 乙から受 け 入 れた設備
を研究の完了 文 は 中止 の 時点の 状態 で乙に返還する も のとする。 ただし 設備 の返還に要する 費 用 は乙
の 負担とする。
（特許 出願）
第 10条 甲は ， 甲に 属する教官が，本共 同 研 究 の 結 果独 自 に発明を行 い ， 当 該 発 明 に 係る 特許を受 け る権
利を国が承継した場合に お い て特許 出願を行 お う とするときは ， 当該発明を独 自 に行ったことに つ い て ，
あらか じめ乙 の 同 意を得る も のとする。
2 乙は ， 乙に属する民間等共同研究員が，本共 同 研 究 の 結 果独 自 に発明を行 い ， 当 該 発 明に係る特許 出
願を行 お う とするときは 当該発 明を独 自 に行っ たことに つ い て あらか じめ甲 の 同 意を得る も の とする。
3 甲及 び乙は ， 甲に属する教 官及 び乙に属する民間等共同 研究員が本共同研究の結果共同し て 発 明 を 行
い ， 当該発明に係る特許を受 ける権 利 の う ち ， 甲に属する教 官 の 持 分を国が承継した場合に お い て ， 当
該発明に係る特許 出願を行 お う とするときは 当該特許を受 ける権利に係る甲及 び乙の 持分等を定めた
共同 出願契約を締結 の う え 共 同 し て 出願を行 う も のとする。 ただし 乙から 当該特許を受 ける権利を
承継した場合は ， 甲が単独 で 出願する も のとする。
（優先的実施）
第 1 1条 甲は ， 本 共 同 研究 の 結 果 生 じた発明 で あって甲に承継された特許を受 ける権利又はこれに基づき
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取得した特許権 （本条第 2項 に規定する も のを除 く 。 以下 「甲 に承継された特許権等」 とい う 。 ） を乙又
は乙の指定する者 に限 り ， 本共 同研究完了 の 日から 7 年を超 えない範囲 内 に おい て優先的 に 実施させ るこ
とができる も のとする。
2 甲は， 本共同研究の結果生 じた発明であっ て甲及 び乙 の 共 有 に 係る特許を受 ける権利又はこれ に基づ
き取得した特許権 （以下 「共有 に 係る特許権等Jとい う 。 ） を， 乙の 指定する者 に限 り ，本共 同 研 究 完了
の 日 から 7 年を超 えない範囲内 に お い て 優先的 に 実施させることができる も の とする。
（第三 者 に 対する実施 の許諾 ）
第 12条 甲は， 乙又は乙 の 指 定する者が，甲 に承継された特許権等を，前条第 1項 に 規 定する優先 的 実施
の 期 間 （以下 「優先実施期 間Jとい う 。 ） 中 そ の 第 2 年 次 以降 に おい て 正 当な理由な く 実施しないとき
は，乙及 び乙の 指定する者以 外 の 者 （以下「第 三者」とい う 。 ） に対し 当該特許権等 の実施を許諾するこ
とができる も のとする。
2 前項 の規定は， 乙 の 指 定する者が共有 に 係る特許権等を前条第 2項 に規定する優先実施期 間 中 そ の 第
2 年 次 以降 に おい て正 当な理由な く 実施しない ときに つい て 準 用する。
3 甲は，前条第 1項 の規定 に よ り 乙又は乙 の 指 定する者 に優先的実施を許諾した場合 に おい て 当 該 実施
を許諾したことが公共 の 利益を著し く 損な う と認められるときは 優先 的実施期間中 に おい て も 第 三 者
に 対し 当 該特許権等 の 実施を許諾することができる も のとする。
4 甲は， 第三者共 有 に 係る特許権等を実施できない ことが公共の 利益を著し く 損な う と認めら れるとき
は， 第三者 に 対 し 当該特許権等 の 実施を許諾することができる も の とする。
5 甲は， 第 2項及 び第 4項の規定 に よ り 第 三者 に 対し共有に 係る特許権等 の 実施を許諾し よ う とすると
きは，特許法第73条第 3項の規定 にかかわらず 単独で当該特許権等 の実施を許諾することができる も のとする。
（実施料 ）
第 13条 甲 に承継された特許権等を乙又は乙の 指定する者が実施し よ う とするときは， 別 に 実施契約で 定
める実施料を甲 に 支払わな け れ ばならない。
2 甲及 び乙の 共有 に 係る特許権等を乙が実施し よ う とするときは 別 に 実施契約で定める実施料を甲 に
支払わな ければならない。
3 甲 及 び乙の 共 有 に 係る特許権等を， 乙 の 指定する者又は第三者 に 実施させた場合 の 実施料は， 当 該特
許権等 に 係る甲及 び乙の持分 に応じて そ れぞれに帰属する も のとする。
（特許料等）
第 14条 乙は， 共 有 に 係る特許権 等 に 関する出願書 ， 特許料等 （以下「 出願費等」とい う 。 ） 一切の 費 用 を
負担する も のとする。
2 乙は， 前項 に規定する 出願費等を負担しないときは， 当該特許権等 に 係る 自 己 の 持分を甲 に譲渡する
旨の 「譲渡証書 」 を甲 に 提 出する も のとする。
（実用新案権等 の 取扱い ）
第 15条 実 用 新 案権及 び実用新案登録を受 ける権利 に つ い ては 第 10条から 第 14条 に 準じ て 取 り 扱 う も の
とする。
（協 議 ）
第 16条 この契約 に定め のない事項 に つ い て， これを定める 必 要があるときは， 甲， 乙協 議 の う え 定める
も のとする。
この契約の締結を記するため， 本契約書 2 通を作成し，甲 ， 乙 そ れぞれ 1 通を保管する も のとする。






平成元年 6 月 1 日
別表第 1 （第 3 条関係）




別表第 3 （第 7 条関係）
施設 の名称 設 備
区分 及 び





別表第 2 （第 4 条関係）




別表第 4 （第 7 条関係）
第307号
経 常 経 費 等 � 
円
乙 の 所 有 す る 設 備




平成元年 6 月 1 日 品同チ 報 第307号
富山大 学附属図書館文献複写規則の一部改正
富 山大学附属図書 館 文献複写規則 の 一部を改正す る 規則を 次 のと お り 制定す る 。
平成元年 5 月 23 日
富山大学問属図書館文献複写規則の一部を
改正する規則
富山大学附属図書 館文献複写規則 （ 昭 和42年 8 月 17 日
制定） の一部を 次 のよ う に改正す る。






印 画 引 伸 I｝ーダープリンター 1枚 40円 50円
電子複写方式 B 4以下 1枚 40円 50円
富 山大学長 大井 信一
附 則
この規則は ， 平成元年 5 月 23 日から施行し， 平 成 元
年 4 月 1 日から適用す る 。
少 富山大学附属図書館文献複写規則の改正理 由
「国立大 学 附 属 図書 館 の 文 献複 写 料 金 に つ い て 」
（ 平成元年 3 月 1 7 日付 け 文学情 第 106号 ， 文 部 事 務 次 官
通 知 ） に基づき ， 所要事項を改め る 。
富山大 学受託研究員規則の一部改正
富 山大 学受託研究員規則 の一部を改正す る規則を 次 の と お り 制定す る 。
平成元年 5 月 25日
富山大学受託研究員規則の一部を改正する規則
富 山 大 学受託研究員規則 （ 昭 和 59年 2 月 17 日 制 定 ）
の一部を 次 のよ う に 改正す る 。
第 2 条 中 「民間会社 等 の 理工系 の」を 「民 間 会社 等
のJ に 改め る 。
第 3 条 中 「民間会社 等 の 長から」 の 次 に「別紙 様式
によ り 」 を加 え ， 「受入れ研究 科 の 委 員会」を 「受入
富 山大学長 大井 信一
れ学部等 の教 授会等」 に 改め る 。
第 5 条 「当該研究科長」を 「当該学部等 の 長」 に
改め る 。
附 則
こ の規則は，平成元年 5 月 25 日 から施行し，平 成 元
年 4 月 1 日から適用す る 。
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受 託 研 究 員 申 込 書
下記の者を受託研究員として貴 学に研究指導を委託したいので，受入れを許可下さ













































研 qアbし 期 間
備 考
0添付 害類 履歴書 1 通
第307号
砂 富山大学受託研究員規則の改正理 由
「受託研究員制度実施 要項」 （ 昭和42年 7 月 1 8 日 大
臣裁 定 ） 及 び「受託研 究員 の受入れ等 に つ いて」 （ 昭
和62年 4 月 1 日 文学助第94号学術国際局 長通知 ） の 一
部 改正 に 伴 い ，所要事項を改め る 。
富山大 学学則の一部改正
富山大学学則 の 一部を改正す る 学則を次の と お り 制定す る。
平成元年 5 月 26 日
富山大学長 大井 信一
富山大学学則の一部を改正する学則 の よ う に 改正す る 。
富 山 大学学則 （ 昭和59年 3 月 12日 制定 ） の 一部を次 第 2条 第 1 項中
10ー
平成元年 6月1 日 学
「工 学 部 電 気 工学科， 工業化学 科 ， 金 属 工 学
学 科 ， 機械工学科 ， 生 産機械工学科 ，
化学工学科， 電子工学科」を
「工 学 部 工業化学科， 金属 工 学 科 ， 機 械工学
科，生産機械工 学 科， 化学 工 学 科 ，
電子情報工学科」 に 改め る。








別表第 1 工 学部 の 項中「電気工学科」 を「電子情 報
工学科」 に 改め， 「電子工学科」を 削 る。
別表第 2工学部 の 部 及 び 合計 を次 の よ う に 改め る 。
学 部 主寸主
a一． 科 等
人 文 Aず孟 ら� キヰ
人文学部 き ロ五 白寸必
a一－ 文 《4 ．ー 科
計
小 学 校 教 員 養 成 課 程
中学校 教 員 養 成 課 程
養 護学校教員養成課程
教育学部
幼稚園 教 員 養 成 課 程
情 報 教 育 課 程
計
経 済 ザ，，，ー， 科
昼 間 主 コ ー ス
夜 間 主 コ ー ス
経 営 チ- 科
昼 間主 コ ー ス
経済学部
夜 間 主 コ ー ス
経 営 法 子会主＂ 手ヰ
昼 間 主 コ ー ス
夜 間 主 コ ー ス
言十
数 ::r A以． 科
物 理 子- 科
化 チ- 科
理 学 部
生 物 子- 科
報 第307号
工業化学科 50 200 
金属工学科 43 172 
機械工学科 56 224 
工学部 生産機械工学科 45 180 
化学工学科 46 184 
電子情報工学科 132 528 
言十 372 1 ,488 
15- 計 1 432 5,728 
別表第 4 中 「54,000円」を 「55,600円」に ， 「 18,000円」
を「18,500円」 に ，「 18,700円」を 「18,900円」 に ， 「 9,
400円」を 「 9,500円」 に 改め る 。
附 則
1 こ の 学則は ， 平成元年 5月26 日 から施 行し， 平 成
元年 4月1 日 から適用す る 。
2 別表第 2 に 定め る 総定員は ， 同 表 の規定 にかかわ
らず，平成元年度から 平成 3 年度 ま で は ， 次 の と お
り とす る。
平成元年度 平成 2年度 平成 3 年度
380人 380人 380人
380 380 380 
760 760 760 
480 440 400 
200 200 200 
80 80 80 
120 120 120 
80 120 160 
960 960 960 
576 576 576 
80 80 80 
496 496 496 
80 80 80 
408 408 408 
80 80 80 
1 720 1 , 720 1 720 
172 172 172 
1 部 1 槌 1 88  
172 172 172 
140 140 140 
- 1 1  -

















生 産 機 械 工 学 科
イヒ ふf"'- 工 子且ι 科
電 子 情 報工学 科
計
計
3 平成元年 3 月 31 日 に お け る 工学部電気工学科 及 び
電子工学科 に つ いては， 平 成 元年 3 月 31 日 に 当 該 学
科 に 在学す る 者が当該学 科 に 在学しなく な る 日 ま で
の 間， 存続す る も のとし， そ の 学生 定 員 に ついては，
前項及 び改正後の 別表第 2 の規定 にかかわらず， 次











4 平成元年 3 月 31 日 以 後引き続き在学してい る 研 究
生， 聴講生及 び特別聴講学生 に 係 る 授 業 料 の 額は，
学則 そ の 他 の規則 に 定められ た 在学期 間 （ 在 学期 間
が 延 長された場合 で， 当該 延 長期 間 の 始期が平成 元
年 4 月 1 日 以 後で あ る も のを 除 く 。 ） が満了す る ま
で の聞 は ， 従 前 の 額とす る 。
5 平成元年 度 に おいて入学し た 研究生， 聴 講 生 及 び
特別聴講学生 （平成元年 3 月 3 1 日 以後引き続き在学
してい る 者 であって， 学則 そ の 他 の規則 に 定めら れ
た在学期聞 が 延 長された場合 に お け る 当該 延 長期 間
の 始期が平成元年 4 月 1 日 以 後であ る も のを含む。 ）
に 係 る 授業料 の 額は， 平成元年 度 に 限 り， 前期 （ 4 
月 1 日から 9 月 30 日 ま でをい う 。 以下閉 じ 。 ） 又は
後期 ( 10月 1 日 から翌 年 の 3 月 31 日 ま でをい う 。
- 12 -
報 第307号
1 28 128 128 
800 800 800 
196 198 200 
172 172 172 
218 221  224 
1 76 178 180 
178 181 184 
132 264 396 
1 ,072 1 214 1 356 
5 312 5 ,454 5 596 
以下同 じ 。 ） の 別 に 従い そ れぞれ次のと お り とす る。
(1) 研究生 に 係 る 授業料 の 額は， 前期 にあっては 月
額 18,700円とし， 後期 に あっては 月 額 1 8, 900円と
す る 。
( 2) 聴講生及 び特別聴講学生 に 係 る 授業料 の 額は，
前期 に あっては， そ れぞれ 1 単位 に 相 当 す る 授 業
に つ いて 9,400円とし， 後期 に あっては， そ れぞ
れ 1 単位 に 相 当す る 授 業に ついて 9, 500円とす る 。
ただし， 単位 の 修得 に 前期 及 び後期を通 じて の 履
修を必 要とす る 授業科 目 に 係 る 聴講生及 び特別聴
講学生 の 1 単位 に 相 当す る 授業 に つ いての授業料
の額は， 前期 の 1単位 に 相 当 す る 授業 に つ いての
授業料 の 額 の 2 分 の 1 に 相 当す る 額と，後期 の 1
単位 に 相 当す る 授業 に ついての授業料の 額 の 2 分
の 1 に 相 当す る 額とを合わせた 額とす る 。
砂 富山大学学則の改正理 由
1 国立大 学 の 学科及 び課程並び に 講座及 び学科 目 に
関す る 省令 の 一部を改正す る 省令 （平成元年 3 月 3 1
日 文部 省令 第 13号 ） の施 行 に 従い， 所 要 事項を 改め
る 。
2 平成元年 4 月 1 日付 け 文高学第 124号 ・ 文 部 事 務
次官通達 に基づき， 研究生及 び聴講生 に 係 る 入 学 料
及 び授業料を 改訂す る ため， 所 要 事項を改め る 。
平成元年 6 月 1 日 品且千 報 第307号
富山大 学大 学入試セ ン タ ー試験実施委員会規則の制定
富 山 大学大学入試 セ ン タ ー試 験実施委 員会規則を次 のとお り 制定する。
平成元年 5 月 26 日
富山大学大学入試センター試験実施委員会規則
（設 置 ）
第 1 条 富 山 大 学 にお け る大学入試 セ ン タ 一試験 （ 以
下 「試験」とい う 。 ） を円滑 に 実施す る た め， 富 山
大学大学入試 セ ン タ ー 試験実施委 員 会 （以下 「 委 員
会」とい う 。 ） を置く。
（ 目 的 ）
第 2 条 委 員 会は ， 試験実施 に 当 たっての基本方針及
び具体的実施計 画 に 関す ることを審議する。
（組 織 ）




(3) 各 学部及び教養部から選 出され た 教授 各 1 名
(4) 保健管理 セ ン タ 一所長
(5) 情報処理 セ ン タ ー 長
(6) 学生部長
(7) 学生部次長
2 前項第 3 号 の 委 員は 当該学部等 の 長 の推薦 に 基
づき，学長が命ずる。
3 第 1 項第 3 号 の 委 員 の任期は ， l年とす る。 た だ
し ， 補欠 の 委 員 の任期は ， 前任者 の残任期 間とする。
（委員長 ）
第 4 条 委員会 に 委員長を置き ， 学長を もって充てる。
富 山 大学長 大井 信一
2 委 員 長は ， 委員 会を招集し ， その 議 長となる。 た
だし，委員長 に事故あ るときは ， 委 員 長があらか じ
め指名し た 委員がそ の職務を行 う 。
（議 事 ）
第 5 条 委 員 会は ， 委 員 の 過 半数 の 出 席 に よ り 成 立す
る。
2 議事は， 出 席委員 の 過 半数を もって決し， 可否同
数のときは ， 議長 の決するところ に よ る。
（庶 務 ）
第 6 条 委員 会 の 庶務は，入学主幹 において処理す る。
附 則
1 この規則は ， 平成元年 5 月 26 日 から施行する。
2 この規則施行の際 ， 現 に 富 山 大学共通第 1 次 学力
試験実施委 員会委員 である者は ， そ の任期が満了す
る ま でこの規則 に よ り 委員を委嘱され た も の とみな
す 。
3 富 山 大学共通第 1 次学力試 験実施委員会規則J （ 昭
和53年 9 月 8 日 制定 ） は廃止する。
砂 富山大学大学入試センター試験実施委員会規則の
制定理 由
平成 2 年度 の 大学入学者選抜から ， 従前の 「 共 通 第
1次学力試験j に替えて 「大学入試 セ ン タ ー試験」が
実施されること に 伴い ， 所要事項を定める。
富山大 学工 学部規則の一部改正
富 山 大学工学部規則 の一部を改正する規則を次 のとお り 制定する。
平成元年 5 月 26 日
富山大学工学部規則の一部を改正する規則
富 山大学工学部規則 （ 昭和25年 12月 15日 制定 ） の一
部を次 の よ う に改正する。
富 山 大学長 大井 信一
第 9 条を次の よ う に改める。
（卒業 の認定 ）
第 9 条 卒業の認定を得る には，一般 教育課程 にお け
1 3  
平成 元年 6 月 1 日 品�寸』
る所定 の授業科 目 の単位を修得し ， か つ ， 別 表 の 定
めると こ ろ に よ り ， 専門教育課程の 授業科 目 84単位
以上を修得しな ければならな い。
別 表を次 の よ う に 改める。 （別添 のと お り ）
附 則
1 こ の規則は ， 平成元年 5 月 26 日 から施行し， 平 成
元年 4 月 1 日 から適用する。
2 昭 和 63年度 以前の入学者 に つ いては ， な お従前 の
例 に よる。
別表
工 業 化 学 科
単 位 数







燃 料 イ七 子,,,..., 2 
有 機 工 業 化 学 第 1 2 
有 機 工 業 化 学 第 2 2 
ロロロ 質 会国有 理 2 
有 機 合 成 化 学 第 1 2 
有 機 合 成 化 学 第 2 2 
高 分 子 化 且すa与． 4 
有 機 化 学 第 1 4 
有 機 化 学 第 2 2 
電 気 イヒ 号Aみ！： 4 
無 機 化 � 4 
工 業 無 機 化 学 2 
無 機 材 華ヰ 2 
物 理 化 学 第 1 2 
物 理 化 学 第 2 2 
物 理 化 学 第 3 2 
物 理 化 学 演 習 1 
触 媒 化 A子主ゐ 2 
界面 ・ コ ロイ ド 化 学 2 
化 学 工 学 概 モ品；L>.開 2 
環 境 化 且fι－ 4 
環 境 処 理 論 2 
環 境 総 論 2 
分 析 イ七 子A主ゐ 2 
分 析 化 学 演 習 1 
機 器 分 析 化 A子'-<. 2 
安 全 工 学 概 論 2 
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工 業 化 学 設 計 製 図 2 
有 機 工 業 化 学 実 験 2 
有 機 合 成 化 学 実 験 2 
無 機 工 業 化 学 実 験 2 
工 業 物 理 化 学 実 験 2 
分 析 化 学 実 験 2 
工 業 化 学 特 ユ悶ι悶
工 業 化 学 輪 読 2 
卒 業 論 文 10 
0電 気 工 学 概 論 3 
0 機 械 工 学 概 論 3 
0金 属 工 学 概 論 2 
O 応 用 数 学 4 
。 応 用 物 理 子Aふι与 4 
0 プロ グ ラ ミン グ及び演習 2 
0情 報 処 理 2 
0工 業 英 5吾 2 
職 業 指 導 4 
備考 1 工業化学特論 の 単位 数は ， 必 要 に 応じて定
める。
授
2 卒 業 に 必 要な単位 数
必 修科 目 20単位 ， 選択科 目 64単位 以上，
合計84単位以上
3 選択科目 のうちO印 の授業科 目 は ， 9単位
ま で卒 業 に 必 要な単位数のうち に 加 えること
ができる。
4 自由 選 択科 目 は ， 卒 業 に 必 要な単位 数 の う
ち に 加 えない。
金 属 工 学 科
単 位 数







応 用 数 学 第 4 
応 用 数 学 第 2 2 
応 用 物 理 ：ふFん 4 
材 料 力 晶ーテ4 4 
金 属 組 織 学 第 1 2 
金 属 組 織 学 第 2 2 
金 属 材料 学 第 1 2 
金 属 材料 学 第 2 2 
金 属 材料 学 第 3 3 
平成 元年 6 月 1 日 品u.十 報
金 属 材料 学 第 4 2 
金 属 物 理 A弓以L． 2 
金 属 加 工 学 第 1 2 
金 属 加 工 学 第 2 2 
金 属 加 工 学 第 3 2 
金 属 加 工 学 第 4 2 
金 属 鋳 造 学 第 1 3 
金 属 鋳 造 学 第 2
物 理 イヒ 学 2 
冶 金 物 理 化 学 第 1 4 
治 金 物 理 化 学 第 2 2 
鉄 冶 金 学 第 2 
鉄 冶 金 学 第 2 2 
授
鉄 冶 金 学 第 3 2 
非 鉄治 金 学 第 1 2 
非 鉄冶 金 学 第 2 2 
非 鉄治 金 学 第 3 2 
非 鉄冶 金 学 第 4 2 
電 気 冶 金 a守..... ・． 2 
金 属 工 学 概 �fiJ 2 
機 械 工 作 法 大 意 2 
金 属 工 学 特 論
機 械 設 計 製 図 2 
物 理冶 金 学 実 験 1 
金 属 加 工 学 実 験 2 
鉄 冶 金 学 実 思食
非 鉄冶 金 学 実 験
治 金 分 析 実 験
材料 試 験 実 習 1 
機 械 実 習
卒 業 壬面Z開.. 文 10 
O無 機 化 ふf孟－： 2 
0分 析 化 ふ弓砧L． 2 
0電 気 工 学 概 5命 3 
0情 報 処 理 2 
0 プロ グ ラ ミン グ 及 び演習 2 
0機 械 工 学 概 論 3 
。口口 質 管 理 2 
0工 業 英 きロ五Cl 2 
0工 業 ド イ ツ 5吾 2 
職 業 指 導 4 
備考 1 金属工学特論の単位数は， 必 要 に 応じ て 定
め る 。
第307号
2 卒 業 に 必 要な単位数
必修 科 目 15単位 ， 選択科 目 69単位 以上 ，
合計84単位 以上
3 選 択科 目 の う ちO印の 授業科 目 は ， 9 単位
ま で卒 業 に 必 要な単位数のうち に 加 え る こと
ができ る 。
4 自由 選択科 目は，卒 業 に 必 要な単位 数 の う
ち に 力日えない 。
機 械 工 学 科
単 位 数




応 用 数 学 第 4 
応 用 数 学 第 2 2 
言十 画 数 ナA斗ι 4 
工 業 力 A子主ゐ 4 
材料 力 学 第 1 4 
材料 力 学 第 2 4 
塑 性 力 子= 4 
機 械 力 学 第 1 4 
機 械 力 学 第 2 2 
機 構 守A主£二． 4 
水 力 ナ，，，」 4 
流 体 力 A子ふん 4 
流 体 機 械 4 
油 圧 機 械 2 
工 業 幸丸 力 子A以， 4 
伝 熱 工 学 第 1 2 
伝 熱 工 学 第 2 2 
燃 焼 工 $ 2 
蒸 気 動 力 2 
内 燃機 関 工 学 第 1 4 
内 燃機 関 工 学 第 2 2 
潤 滑 工 学 第 1 2 
潤 滑 工 学 第 2 2 
材 事ヰ 工 品ι 子五． 4 
機 械 工 作 法 4 
工 作 機 械 4 
言十 調リ 工 Aナふん 2 
機 械 設 計 且－ 子4 4 
機 械 工 学 特 ま面 開6. 
機 械 工 学 設 計 製 図 第 1 2 
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機 械 工 学 設 計 製 図 第 2
機 械 工 学 実 験
機 械 工 学 実 習
卒 業 論 文
O応 用 数 学 特 論
O応 用 物 理 学
Oプロ グラミ ン グ 及 び演習
O電 子 工 学
O電 気 工 学 概 論
O安 全 工 学 概 論
O図 学
O工 業 英 語
。 工 業 ド イ ツ 語






















卒 業 に 必 要な単位数
必修科 目 21単位 ， 選択科 目 63単位 以上 ，
合計 84単位 以上
選択科 目 の う ちO印 の授業科 目 は ， 9 単位
ま で卒 業 に 必 要な単位数 の う ち に 加 え る こ と
ができ る 。
自由選 択科 目 は，卒 業 に 必 要な単位 数 の う
ち に 加 えな い 。
生 産機械工学科
単 位 数







応 用 数 学 第 1 4 
応 用 数 学 第 2 2 
工 業 力 品子ι 4 
材料 力 学 及 び 演 習 5 
水 力 手A拍 4 
工 業 執 力 子Aふん 4 
機 械 設 計 AヲL:. 4 
機 械 力 子Aムゐ 4 
機 構 一ム 子ムι 4 
切 自リ 加 工 A子.u. 4 
特 殊 加 工 お－込f... 2 
精 密 加 工 A子拍 2 
工 作 機 械 4 
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塑 性 力 て,uf-d」 4 
塑 性 方日 工 � 2 
機 械 キオ 料 学 4 
材 料 強 度 ふ一孟子... 2 
精 密 調リ 定 ふ一子昌也 4 
計 測 工 学 第 1 2 
計 測 工 学 第 2 2 
計 測 工 学 第 3 2 
制 御 理 論 及 び 演 習 5 
制 御 要 素 第 1 2 
制 御 要 素 第 2 2 
制 御 要 素 第 3 2 
潤 滑 工 子Aふゐ 2 
生 産 機 械 工 学 特 論
生 産 機 械 工 学輪読 2 
機 械 設 計 製 図 第 1 1 
機 械 設 計 製 図 第 2
機 械 設 計 製 図 第 3 2 
図 h守Mー－ 2 
生 産 機 械 工 学 実 験 4 
生 産 機 械 工 学 実 習 2 
卒 業 三画問,6. 文 10 
O応 用 物 理 A子主£． 4 
0 内 燃機 関 工 ＋ A以． 4 
O伝 熱 工 子....... 2 
0電 気 工 学 概 論 3 
0電 気 工 A子,.. 2 
O安 全 工 '7-Aふ4 2 
0非 金 属 材料 A守L:. 2 
0 プロ グ ラ ミ ン グ及 び演習 2 
0生 産 管 理 2 
0品 質 管 理 2 
0工 業 英 雪ロ五 2 
0工 業 ド イ ツ 日吾 2 
0工 業 ロ シ ア 舌ロ五ロ 2 
職 業 指 導 4 




卒 業 に 必 要な単位数
必修 科 目 22単位 ， 選 択科 目 62単位 以 上，
合計 84単位 以上
選択科 目 の う ちO印 の授業科 目 は ， 9単位
ま で卒 業 に 必 要な単位数 の う ち に 加 え る こと
平成 元年 6 月 1 日 品..... -=r 
ができ る 。
4 自由 選択科 目 は ， 卒 業 に 必 要な単位 数 の う
ち に 力日 えない。
化 学 工 学 科
単 位 数







応 用 数 学 第 4 
応 用 数 学 第 2 2 
応 用 物 理 $ 4 
情 報 処 理 2 
プログラミ ン グ 及 び演習 2 
物 理 化 子A主t 4 
キオ 料 力 す＂＂与． 4 
7.1< 力 A守主t与． 4 
化 学 工 学 熱 力 学 2 
輸 送 現 象 論 第 1 2 
輸 送 現 象 論 第 2 2 
輸 送 現 象 論 第 3 3 
拡 散 操 作 子日d間� 2 
粉 体 工 ムヲ込乙.. 2 
粉 体 物 性 2 
機 械 的操 作 論 第 l 2 
機 械 的操 作 論 第 2 2 
反 応 工 学 第 1 2 
反 応 工 学 第 2 2 
化 学工 学 計 算 第 1 2 
化 学 工 学 計 算 第 2 2 
装 置 材 料 ザA且L． 2 
プ ロ セ ス 設 計 第 1 2 
プ ロ セ ス 設 計 第 2 2 
自 動 制 御 概 ユ自 必問為 2 
フ。 ロ セ ス 告。 御 1 
フ。 フ ン ト 設 計 1 
無 機 工 業 科 Aザ込
ι'- 2 
有 機 工 学 イヒ A守主』 二ら 2 
高 分 子 工 業 化 学 2 
触 媒 化 A守主ι二 2 
環 境 処 理 論 2 
安 全 工 学 概 乏日開I'>. 2 
化 学 工 学 特 論
化 学工 学 設 計 製 図 2 
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化 学 工 学 基 礎 実 験 2 
化 学 機 械 工 作 実 習 1 
化 学 工 学 実 験 第 1 2 
化 学工学 実 験 第 2 3 
化 学 工 学 輪 謹 2 
卒 業 論 文 10 
0工 業 英 ロ宝五"' 2 
0電 気 工 学 概 論 3 
O蒸 気 工 学 概 壬両 d冊' 2 
0燃 半ヰ イヒ ふf且， 2 
0品 質 管 理 2 
0電 子 工 学 概 ユs"'聞 2 
0金 属 工 学 概 論 2 
職 業 指 導 4 
備考 1 化学工学特論 の単位数は ， 必 要 に 応じて定
め る 。
2 卒 業 に 必 要な 単位数
必修 科 目 38単位 ， 選択科 目 46単位 以上 ，
合計84単位 以上
3 選択科 目 の う ち O印 の 授業科 目 は， 9 単位
ま で卒 業 に 必 要な単位数の う ち に 加 え る こと
ができ る 。
4 自由 選択科 目は ， 卒 業 に 必 要な単位 数 の う
ち に 加 えな い。
電子情報工学科
単 位 数










応 用 数 f 第 2 
応 用 数 寸A以． 第 2 2 
応、 用 数 一A子以． 第 3 2 
応 用 物 理 づ，，，，与． 2 
電 気 磁 気 学 第 1 及 び漬習 3 
電 気 磁 気 学 第 2 及 び演習 3 
電 気 回路 第 1 及 び 演習 5 
電 気 回路 第 2 及 び 演 習 3 
量 子 統 計 力 品寸ι一 2 
量 子 電 子 工 Aす斗 ん与 2 
半 導 体 物 性 工 学 2 
結 目回白 工 弓A持ニ 2 
電子物性工学第 1 及 び演習 3 
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Zこ ネ Jレ ギ 一 論 2 
電 気 機 器 学 第 1 2 
電 気 機 器 学 第 2 2 
電 気 機 器 学 第 3 2 
電 気 機 器 学 第 4 2 
電 気 機 器 設 計 学 2 
発 変 電 工 寸,>ll与． 3 
送 配 電 工 学 第 1 2 
送 配 電 工 学 第 2 2 
電 力 応 用工 学 第 1 2 
電 力 応 用工 学 第 2 2 
電 気 キオ 料 工 ナ,uん 2 
高 電 圧 工 A子主£． 2 
原 子 力 工 A子主4 2 
電 気 計 測 工 学 第 1 2 
電 気 計 測 工 学 第 2 2 
制 御 工 Aー子.u. 第 2 
告リ 御 工 A守＂＂＇：..司 第 2 2 
シ ス ア ム 工 子- 2 
法 規 及 び 管 理 1 
電 波 法 規 1 
電 気 通 信 法 規 2 
電 子 情 報 工 学 設計 製 図 2 
生 産 加 工 学 第 2 
機 械 力 子Aムん:.. 第 2 
電 子 告lj 御 機 械 2 
電 子 情 報 工 学 実 験 第 1 2 
電 子 情 報 工 学 実 験 第 2 2 
電 子 情 報 工 学 実 験 第 3 2 
電 子 情 報 工 学 実 験 第 4 2 
電 子 情 報 工 学 実 験 第 5 2 
電 子 情 報 工 学 実 験 第 6 2 
電 子 情 報 工 学 実 験 第 7 2 
電 子 情 報 工 学 実 験 第 8 2 
電 子 情 報 工 学 研 修 第 1 1 
電 子 情 報 工 学 研 修 第 2 1 
電 子 情 報 工 学 特 論
卒 業 き画ι岡 文 10 
0電 気 化 子A主ゐ:.. 第 1 2 
0 電 気 ｛ヒ A子-'t 第 2 2 
0工 業 化 ふf孟4 概 苦DE;:n箇 3 
O 金 属 工 $'. 概 三a岡6. 2 
0工 業 英 宝口五 2 
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電 子 物 性 工 学 第
半 導体 デバイ ス 第 l 及 び演習
半 導 体 デ ノイイ ス 第 2







































画 像 電 子 デ
電 磁 波 工 学 第
電 磁 波 工 学 第 2 及 び演習
高 周 波 工 学
光 通 信 工 学
電 子 回 路 工 学 第
電 子 回 路 工 学 第
電 子 回 路工 学 演 習
画 像 情 報 論
位 相 空 間 論
多 変 量 解 析 論
計 算 機 工 学 第
計 算 機 工 学 第
プロ グラミ ン グ 及 び演習
情 報 数 学 第 1 及 び 演 習
情 報 数 学 第 2 及 び 演 習
確 率 論
統 計 学
数値解 析 及 び 演 習


























オ ベ レ ー テ ン グ シ ス テ ム
























































平成元年 6 月 1 日 学
備考 1 電子情報工学特論 の単位数は ， 必 要 に 応じ
て定め る 。
2 卒 業 に 必 要な単位数
必 修 科 目 16単位 及 び選択必 修 科 目 34単位
以 上を含め84単位 以上
3 選択科 目 の う ちO印 の授業科 目 は，9 単位
ま で卒 業 に 必 要な単位 数 の う ち に 加 え る こと
が でき る 。
報 第 羽7号 1
4 自由 選択科 目 は，卒 業 に 必 要な単位 数 の う
ち に 加 えない。
砂 富山大学工学部規則の改正理 由




富 山大 学教育学部附属学校規則 の 一部を改正す る 規則を 次 の とおり制定す る。
平成元年 5 月 26 日
富山大学教育学部附属学校規則の一部を
改正する規則
富山大学教育学部附属学校規則 （ 昭和41年 1 月 17 日
制定 ） の一部を次 のよ う に 改正す る。
第 l 条中「こ の規則は」 の 次 に 「，富 山 大 学 学則 第
1 1条第 2 項 の規定 に基づき」を加 え る 。
第 2 条中 「 ， 学 部 に 附属す るJを 「， 教 育 学 部 （ 以
下 「学部」と い う 。 ） に 附属す る J に 改め る。
第 8 条 の 表 の中学校 の項を次 の よ う に 改め る 。
1 2 I 4 o名1 1 s o名 1 4 so名｜
第 1 1条 第 2 項中 「 ， 様式 1 ' 2 及 び3 」 を 「， 様式
l ， 様式 2 及 び様式3 」 に 改め る 。
第 13条第 2 項中 「規則jを 「内規」 に 改め る。
富 山 大学長 大井 信一
附 則
1 この規則は，平 成元年 5 月 26 日 から施行し，平 成
元年 4 月 1 日から適用す る 。
2 第 8 条 の 表 に 定め る中 学校 の 総 定員は，同 条 の 表
の規定 にかかわらず，平成元年度 及 び平 成 2 年度は ，
次 のと おりとす る。
区 分 平成元年度 ｜ 平成 2 年度
中 学 校 ｜ 普 通 学 級 5 2 0名 I s o 0名
砂 富山大学教育学部附属学校規則の改正理由
1 中学校 （ 普通学級） の学級定員及 び入学定員 の 改
訂に伴 い，所要事項を改め る。
2 そ の他字句を整理する。
富 山 大 学 学則の 一 部 改 正
富 山大 学学則 の 一部を改正す る 学則を次 の と おり制定す る。
平成元年 5 月 29 日
富山大学学則の一部を改正する学則
富 山大学学則 （ 昭和59年 3 月 12 日 制 定 ） の一部を次
のよ う に 改正す る。
別表第 1 教育学部の項中 「情報処理」を 「 情 報 処 理
地圏環境」
に 改め る 。
富 山 大学長 大井 信一











平成元年 6 月 1 日 品手拍




ム 金 属 加工学 ム機械的単位操 作
ム鉄冶金学 ム 輸送現象
ム 非鉄冶金学 電子情報工学科
機械工学科 ム 電気 シス テ ム 工学
ム材料力学 ム 物性デ バ イ ス工学
ム機械力学 ム計算機工学







こ の 学則は ， 平成元年 5 月 29 日 から施行す る 。
砂 富山大学学則の改正理由
国立大学 の 学科 及 び課程並び に 講 座及 び学科 目 に 関
す る 省令 の一部を改正す る 省令 （平成元年 5 月 29 日 文
部 省令 第25号 ） の施行 に 伴い ， 別表第 1 を改め る。
富山大 学理学部国際規制物資計量管理規則の全部改正
富 山大学理学部 国際規制物資計量管理規制 の 全 部を改正す る規則を次 のと お り 制定す る 。
平成元年 5 月 29 日
富山大学理学部核燃料物質計量管理規制
富 山 大学理学部国際規制物資計量管理規則 （ 昭 和 56
年 7 月 17 日 制定 ） の 全 部を改正す る。
（ 目 的 ）
第 1 条 本規則は ， 核 原料物質 ， 核燃料 物質 及 び 原 子
炉 の規制 に 関す る 法律 （以下「法律Jとい う 。） 第 6
1 条 の 8 第 l項の規定 に 基づいて， 富 山 大 学 理 学 部
（ 以下「本学部」とい う 。） に お け る 法律 第 6 1 条 の 3
第 1 項 に 定め る 国際規制物資の使用 の承認を得た 全
ての核燃料物質 の 計量及 び管理 （以下「計 量 管 理 」
とい う 。） に 関す る 事項を 定め， もって核燃料 物質
の適正な計量管理を確保す る こ とを 目 的とす る 。
（計量管理責任者 ）
第 2 条 本学部に お け る 核燃料 物質 の計量菅 理 の ため
に 計量管理責任者を置 く も のとす る。
2 本学部 に お け る 計量管理は ， 計量 管理責任 者 の 責
任 の も と に 行 う 。
3 本学部 に お け る 計量管理責任者は ， 理 学 部 長とす
る 。
（核燃料物質計量管理区域の設定）
第 3 条 本学部 に お け る 核燃料物質計量管理区域 （ 以
下「M BAJとい う 。） は 本 学 部 全 体を もって設
定し，計量管理は こ のM B Aを基礎として行 う 。
2 本学部のM B A の符合はI r- R とす る。
（受入れ，払出し及 び廃棄 に 関す る 手続 ）
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富 山 大学長 大井 信一
第 4 条 計量 管理責任者は ， 核燃料物質 の 受 入 れ， 払
出し及 び廃棄 に 立会い ， 当該受入れ，払出し又は廃
棄 の 数量を そ の 都度記録す る も のとす る 。
（消費 ， 損失等 に 関す る 手続 ）
第 5 条 計量管理責任者は， 消費 ， 損失 等 に よ り 核燃
料物質 の 増減が生じた場合 には ， 当該増 減 の 数 量を
毎月 1 回記録す る も のとす る。
（事故損失 に 関す る 手続 ）
第 6 条 計量管理責任者は ， 事故 に よ り 核燃料 物質 の
損失が生 じたとき又は生じたとみなされたときは ，
そ の 都度数量を確定し ， 記録す る も のとす る。
（記 録 ）
第 7 条 計量 管理責任者は ， 第 4 条， 第 5 条並び に 第
6 条 の 記録を作成し，作成後10年間本 学 部 に 保存す
る も のとす る。
2 前項の 記 録 に は次 の 各 号 に 定め る 事項を記録す る
も のとす る 。
(1) 在庫変 動 の 日付
(2 ) 在庫変動 の 原 因又は理由
(3) 受入れ又は払出し事業所名 及 びM B A名
(4 ) 供給当事国 （ 日米協定 の 新 旧 の 区分を含む。 ）
(5) 核燃料 物質 の種類
(6 ) 核燃料 物質の数量
第 8 条 計量管理責任者は 供給当事 国ごと の核燃料
物質 の種類別 の在庫量 に 関す る 記録を毎月 1 回 作成
平成元年 6 月 1 日 品拍手
し ， 作成後10年間本学部 に 保存す る も の とす る。
（報 告 ）
第 9 条 計量管理責任者は 法律第67条 第 1 項及 び 国
際規制物資 の使用 に 関す る 規則 第 7 条 第 19項 の 規 定
に基づ く 毎年 1 月 1 日 から 6 月 30 日 ま で の 期 間 及 び
7 月 1 日 から 12月 31 日 ま で の 期 間 の 報 告書が当該期
間 の 経過 後 1 月 以 内 に 科学技術庁長官へ提 出 さ れて
い る こ とを確認す る も のとす る 。
報 第307号
附 則
こ の規則は ， 平成元年 5 月 29 日 から施行す る。
砂 富山大学理学部国 際規制物資計量管理規則の改正
理由
国際規制物資の使用 に 関す る 規則が改正 さ れた こ と
に 伴い， 所 要事項を改正す る。
富山大学工 学部核燃料物質計量管理規則の一部改正
富 山大学工学部核燃料物質計量管理規則 の 一部を改正す る規則を次 のとお り 制定す る。
平成元年 5 月 29 日
富山大学工学部核燃料物質計量管理規則
の一部を改正する規則
富山大学工学部核燃料物質計量管理規則 （ 昭 和 6 1 年
4 月 4 日 制定 ） の 一部を次 の よ う に 改 正す る 。
第 1 条中 「重要事項」を「事項 」 に ， 「 もって適 正
な計量管理制度 の確立を図 る」を「 もって核燃料 物質
の適正な計量管理を確保す る 」 に 改め る 。
第 3 条 （ 見 出 しを含む。）中 「物質収 支区域」 を 「核
燃料物質計量管理区域」 に 改め る 。
第 4 条 中 「そ の つ ど」を 「 そ の 都度 」 に 改め る 。
第 5 条を次 の よ う に 改め る 。
（消費 ， 損失等 に 関す る 手続 ）
第 5 条 計量管理責任者は ， 消費 ， 損失等 に よ り 核燃
料物質の増減が生じ た場合 には， 当該増減 の 数 量を
毎月 l 回記録す る も のとす る 。
第 6 条の 見 出 し 中 「対す る 」を 「関す る 」 に 改め ，
同 条 中 「 そ の つ ど」 を 「 そ の 都度 」 に 改め る。
第 7 条第 1 項 中 「保存す る こ ととす る 」 を 「 保存す
る も のとす る 」 に 改め ， 同条第 2 項 中 「記 録 に は」を
富 山 大学長 大井 信一
「前項 の 記録 にはJ に 改め 同項第 2 号 中 「原 因」を
「原因又は理由」 に 改め 、 同項第 4 号を 次 の よ う に 改
め る 。
(4) 供給当 時 国 （ 日米協定 の 新 旧 の 区分を含む。 ）
第 8 条 中 「第67条J を 「第67条 第 1 項 」 に， 「 第 7
条」を 「第 7 条第 19項」 に 改め ， 同条を第 9 条とす る。
第 7 条 の 次 に 次 の 1 条を加 え る。
第 8 条 計量管理責任者は ， 供給当時国 ごと の 核燃料
物質の 種類 別 の 在庫量 に 関す る 記録を毎月 1 回 作 成
し ， 作 成 後10年間本学 部 に 保存す る も のとす る。
附 則
こ の規則は ， 平成元年 5 月 29 日 から施行す る。
砂 富山大学工学部核燃料物質計量管理規則の改正 理
由
国際規制物資の使用 に 関す る 規則が改 正 さ れ た こ と
に 伴い ， 所要事項を改正す る。
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平成元年度第 2 回 ト リ チ ウ ム科学センター運営委員会
( 5 月 12 日 〉
（審議事項 ）
( 1) 平 成 2 年度歳出概算要求 に つ い て
(2) 平成元年度 学 内 共 同 利 用 に つ い て
第 6 回 ト リ チ ウ ム 科学センター将来計画専門委員会
( 5 月 12 日 ）
（審議事 項 ）
(1) 次期新 セ ン タ ー に つ い て
第 1 7回 ト リ チ ウ ム 科学センタ ー将来計画 ワ ー キン グ グ
ル ー プ会議 （ 5 月 16 日 ）
（ 検討事項 ）
(1) 新 セ ン タ ー に つ い て
平成元年度第 2 回 授業料等減免選考委員会 （ 5 月 15日 ）
（議 題 ）
( 1 )  平成元年度前期 分授業料免除者の 選考 に つ い て
平成元年度第 3 回 補導協議会 （ 5 月 15 日 ）
（議 題 ）
(1) 第 34回大学祭 に つ い て
(2) 文 化 サ ー ク ル連 合から の 申 入れ に つ い て
平成元年度第 2 回入学試験管理委員会 ・ 第 2 回入学 者
選抜方法研究委員会の合 同委員会 （ 5 月 16 日 ）
（審議事項 ）
( 1 )  平 成 2 年度富山 大学入学者選抜試験 に 係 る 検 討
事項 に つ い て
第 7 回総合大学院検討委員会 （ 5 月 18日 ）
（議 題 ）
(1) 総合大学院問題 に つ い て
第 1 3回学長候補者選 挙管理委員会 （ 5 月 19 日 ）
（議 題 ）






平成元年公開講座第 6 回委員会 （ 5 月 22 日 ）
（議 題 ）
(1) 富 山 県民生涯学習 カ レ ッ ジ と の 連携講座 に つ い
て
平成元年度第 1 回 国 際交 流委員会 （ 5 月 26 日 ）
（審議事項 ）
(1) 平成元年度 の 国 際交 流事業基金 予 算 案 に つ いて
(2) 平成元年度国際交流事業基金 に よ る 各種事業 の
採択 に つ いて
平成元年度第 1 回 大学院委員会 （ 5 月 26 日 ）
（審議事項 ）
(1) 平成 2 年度富山大学 大学院理学研究科 （ 修 士 課
程） 及 び工学研究科 （修士課程） 学生募 集 要項 に
つ い て
平成元年度 第 3 回 評議会 （ 5 月 26 日 ）
（審議事項 ）
( 1 )  平成 2 年度富山大学 入学者選抜試験 の 実施 に 伴
う基本方針 に つ い て
(2) 富 山 大学学則 の 一部改正 に つ い て
(3) 富 山 大学工学部規則 の一部改正 に つ い て
(4) 富 山 大学教育学 部 間 属学校規則 の 一部改正 に つ
い て
(5) 富 山 大学大学入試 セ ン タ ー 試験実施委員会規則
の制 定 に つ いて
(6) 富 山 大学 黒 田 講堂管理運営検討委員 会 （仮称 ）
の設置及 び 同検討委員 会要項 （案 ） に つ い て
第 2 回情報 処理センタ ー 運 営委員会 （ 5 月 30 日 ）
（審議事項 ）
(1) 平成 2 年度歳 出概算要求 に つ い て
平成元年 6 月 1 日 品同チ 報 第307号
品同手 事
平成元年度科学研究費補助金交付内定者
研 究 代 表 者
研 究 種 目
所 属 職 氏 名
重点領域研究 教 養 部 教 授 森 克徳
ノノ 理 学 部 助 手 飯田 敏
II 教 養 部 助教授 石川 義和
，， 理 学 部 助 手 吉田 尚弘
総 合 研 究 凶 人文学部 教 授 秋山 進午
一 般 研 究 凶 教 養 部 助教授 竹内 章
一 般 研 究 （印 理 学 部 教 授 鳴橋 直弘
，， 理 学 部 教 授 赤羽 賢司
，， 理 学 部 教 授 杉田 吉充
，， 理 学 部 教 授 佐藤 清雄
，， 理 学 部 助教授 道端 斉
一 般 研 究 （C) 人文学部 教 授 河村 貞枝
，， 理 学 部 助教授 川崎 一朗
，， 理 学 部 教 授 小嶋 筆
ノノ 理 学 部 教 授 小黒 千足
ノ／ 教 養 部 教 授 藤井 昭 二
ノ／ 教育学部 教 授 永野 弘
，， 教育学部 教 授 神谷 重徳
ノノ 教育学部 助教授 深井 甚三
ノ／ 人文学部 助教授 檀上 寛
，， 人文学部 教 授 藤本 幸夫
ノ／ 人文学部 助教授 磯部 彰
研 qブbL 課 題
高温超伝導体の伝導散乱機構の研究
局 エ ネ ル ギ一
製
両輝度 X 線用 結晶 モ ノ ク
ロ メ ー タ ー の ｛乍
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「西遊記」 一 日 中
民間芸能の ー
配 分 予 定 額 （千円）





1 , 000 
2 100 
1 000 
1 000 1 ,000 
800 
6 ,500 400 
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一 般 研 究 （c) 理 学 部
，， 理 学 部
，， 理 学 部
／／ 理 学 部









，， 理 学 部
，， 理 学 部
，， 理 学 部
，， 教育学部
，， 人文学部
教 授 鈴木 正昭
助教授 松島 房和
助教授 田 口 茂
助教授 氏家 J台
教 授 松浦 郁也
教 授 田中 祥子
助教授 諸問 晴美







助 手 笠原 一世
助 手 田村 典明
助教授 神川 康子










性メ ン プ ラ ン フ ィ ル タ ー を用
い る 水 の微量成分の濃縮と定量
上野玄武岩類の岩石化学的研究
メ タ ン の酸化カ ッ プ リ ン グに よ る エ チ
レ ン の合成






























「音韻論」 に お け る プ ラ ハ学
究判 態と そ の影響に関す る 研
規範的構成要件要素 と そ の錯誤 （特別










式系に お け る進行波解
金体属の錯抽イ オ 分ン配を対・ イ オ ン と すす る イ オ ン研
会合究
出 ・ 吸着に関 る 基礎的
光合
原
成酸素発生複合体に お け る マ ン ガン 子の配位部位の同定













































こ の た び ， 平成元年度本学国際交流事業基 金 に よ る
各種事業 に次の と お り 24件が採択 さ れ ま し た 。
な お ， 富 山 大学国際交流事業後援会 は ， 昭和63年 9
月 30日 に解散 し ま し た が そ の後 も 引 き 続 き ， 国 際 交
流事業基金への寄附を庶務課庶務係 に お い て受 け 付 け
て い ま す の で ， 御寄附下 さ る 方 は ， お 申 し 出下 さ い 。
O第 1 種海外派遣事業ぬ） （ 遼寧大学 ）
部局 職 氏 名 派 遣 期 間 研 ヴブi'. 課 題
教養部 教 授 桂木 健次 元. 8.29～元. 10. 3 中国に お け る近代化 と環境問題への対応 について(36日間）
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O第 1 種海外派遣事業（8)
部局 職 氏 名
人文学部 助教授 小川洋通
教育学部 助教授 丹羽洋介
教 養 部 教授 小島 費
派 遣 期 間
元. 12 . 1 1～元. 12 . 24
( 14 日 間）
元. 9 .20～元 10. 3 
( 14 日 間）
元 8. 12～元. 8 . 28 





カ リ フ ォ lレ ニ ア大学
ロ サ ン ゼルス校
先
パー ク レイ 校（ ア メ リ カ合衆国）
ア ン ジ エ ロ ・ ガ ッ ト 氏の工房
（ イ タ リ ア ）
ウ プサ ラ大学植物生態学研究所
（ ス ウ ェ ー デ ン ）
第307号
研 究 課 題
現代英語の記述的研究




0第 2 種招 へ い 事業（刈 （遼寧大学 ）
受 入 れ 教 官 招 へ い 期 間
招 へ い 研 究 者 研 ヴプセ1.. 課 題部 局 職 氏 名 氏 名 所属 ・ 職名
理 学 部 教 授 小嶋 撃 元 9. 1～元 11 . 30 肖 増ゾウ枯コ 生物系主任 脊椎動物に つ いての生態学的研究(91 日 間） 副教授
0第 2 種 招 へ い事業（8)






理 学 部 助教授 尾島十郎
ピ ー タ ー ロ ン ド ン大学 大環状共役化合物の合成と
( 3 日 間） Peter, 準教授（英国） 性質に関す る研究
Josep h 
0第 3 種外国 人留学生 への奨学事業
氏 名 性別 年令 国 籍 所属学部 ・ 学科 身 分 指導教官 留 学 期 間
鄭 廷 棟 男 26 4口.,, 湾 工 学 部 電 子 工 学 科 2 年 正規生 袋谷賢吉助教授 63 . 4 .  1～ 4. 3 .31 
許 j高 民 男 19 マ レ ー シ ア 経 済 学 部 経 済 学 科 1 年 ，， 森薗英輔教 授 元 4. 1～ 5 .  3 .31 
黄 淑 芽 女 24 Aロ.,, 湾 経 済 学 部 経 営 学 科 1 年 〆ノ ノr II 
震 潔 虹 女 24 香 港 ，， ，， II ，， 
藍 建 華 男 26 中 国 ，， ，， II ，， 
林 潔 宝 女 20 マ レ ー シ ア II II II ，， 
林 美 山 男 21 マ レ ー シ ア ，， 〆ノ II ，， 
李 文 豊 男 21 マ レ ー シ ア 工学部電子情報工学科 1 年 ，， 藤田 宏教 授 ，， 
任 建 宏 男 31 中 国 人 文 科 学 研 究 科 研究生 小津 浩教 授 元. 4 .  1～ 2 .  3 .31  
態 贋 建 男 33 中 国 人 文 守ムL与 部 ，， 三賓政美教 授 ，， 
0第 3 種外国人留学生 への宿 舎 費補助事業
氏 名 ｜ 性別 ｜ 年令 ｜ 国 籍 所属学部 ・ 学科 身 分 ｜ 指導教官 留 学 期 間
許 漏 民 ｜ 男 I 19 i マ レ ー シ ア ｜ 経 済 学 部 経 済 学 科 1 年 ｜ 正規生 ｜ 森薗英輔教 授 ｜ 元. 4. 1～ 5 .  3 . 31 
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HALIM HAMDAK 男 19 マ レ ー シ ア 経 済 学 部 経 営 学 科 1 年 正規正 武井 勲教 授 元 4 . 1～ 5 .  3 . 3 1  
霊 潔 虹 女 24 香 港 ，， ノノ 森薗英輔教 授 ノノ
藍 建 華 男 26 中 国 I/ ，， II ，， 
キ木 潔 宝 女 20 マ レ ー シ ア ，， ノノ ノ／ ノノ
SAF悶 姐DじLLAH 男 19 マ レ ー シ ア 工学部電子情報工学科 1 年 ，， 藤田 宏教 授 ，， 
李 文 豊 男 21  マ レ ー シ ア ／／ II II ，， 
曜、 麗 建 男 33 中 国 人 文 子A斗£． 部 研究生 三賓政美教 授 元 . 4 .  1～ 2 .  3 . 3 1  
国立大 学 ・ 学部附属学校等教官海外教育事情視察の 派遣決定者
所 属 職 氏 名 派 遣 期 間 派 遣 国
附属幼稚園
平成元年10月 20日 チ ェ コ ス ロ ノゼキ ア ， ス イ ス ， カ ナ ダ， オ ー ス ト リ ア ， フ教頭 杉谷利枝子
平成元年1 1月 13 日 ラ ン ス 3 ア メ リ カ 合衆国
人 事 異 動
異動区分 発令年月 日 氏 名 異動前の所属官職 異 動 内 容 任命権者
採 用 元 6 小田木治太郎 事務補佐員（人文学部 ・ 理学部） 富山大学長
，， 小 林 和 代 事務補佐員 （工学部） I/ 
昇 任 ，， 菊 田 健 作 助教授 （経済学部） 教授 （経済学部） 文 部 大 臣
，， 大 野 正 道 助教授 （経済学部） 教授 （経済学部） ，， 
配 置 換 元 5 16 黒 田 正 男 入学主幹 東京商船大学厚生課長 ，， 
，， 村 山 年 男 秋田工業高等専門学校庶務課長 入学主幹 ，， 
元. 6 .  1 漬 野 松 男 厚生課奨学係奨学主任 庶務部庶務課文書係文書主任 富山大学長
退 職 ／／ 高 安 芳 枝 技交換能
補
手佐） 員
（庶椀日照繰謡言 平成元年 5 月31 日限り退職 し た ，， 
苦手 職 元 5 31 福 田 豊 文部軒先官 （教育学部） 辞職を承認す る ，， 
，， 川 越 司 文部按富 （施設課） 辞職を承認する ，， 
併 任 元 5 2 二 賓 政 美 教授 （人文学部） 人文学部長 ・ 評議員（～平3.5. 1 ) 文 部 大 臣
II 吉 田 J青 教授 （人文学部） 評議員（～平 3. 5. 1 )  ／，， 
／／ 小 谷 仲 男 教授 （人文学部） 評議員（～平 3. 5. 1 )  ，， 
I/ 後 藤 克 己 教授 （理学部） 評議員（～平 3. 5. 1 )  ，， 
／／ 松 本 賢 一 教授 （理学部） 評議員 （～平 3. 5. 1 )  ，， 
元. 5 .  9 瀧 津 弘 教授 （教養部） 学生部長 ・ 評議員（～平3. 5.8) ，， 









ン タ 一長 ，， 
nhv ？u 
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元 6 加 瀬 正二郎 教授 （ 教育学部 ） 評議員 （～平 3 5 3 1 )  文 部 大 臣
，， 田 中 王日DZ 教授 （ 教育学部 ） 評議員 （～平 3 . 5 3 1 )  ，， 
，， 多 々 静 夫 教授 （工学部 ） 評議員 （～平 3 5 3 1 )  ，， 





名称更 元 5 29 武 暢 夫 経営短期大学部主事 経営短期大学部部長 ，， 
報ふ同ザー平成元年 6 月 1 日




























文 部 教 官
／／ 
，， 
















平成元年度富山大学永年勤続者表彰式 が ， 5 月 3 1 日
嗣午前 1 1 時 か ら 事務局大会議 室 に お い て 行 わ れ た 。
表 彰式 に は ， 各部局長等多数 が列席 さ れ ， 35年 勤 続
及 び20年 勤 続 の 1 人 1 人 に 大 井信一学長 か ら 表 彰 状
並 び に 記 念 品 が贈 ら れ ， 引 き 続 き 学長 の 祝 辞 が あ り ，
こ れ に 対 し て 被表彰者 を 代 表 し て 藤 井 昭 二教授か ら 謝
辞 が述 べ ら れ た 。
閉式後 ， 同 会 議室 に お い て ， 永年勤 続 者 を 囲 み 祝 賀
会 が催 さ れ ， 和 や か な 雰 囲 気 の う ち に 終了 し ま し た 。
表彰 さ れ た 方 々 は ， 次 の と お り で す 。
0 35年勤続 （ 6 名 ）
教育学部 文 部 教 官
文部事務官












教 養 部 ／ノ






























庶 務 部 文部事務官
経 理 部
文部事務官
文 部 教 官
，， 
文 部 技 官
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海 外 渡 航 者
渡航の種類 所 属 職 氏 名 渡 航 先 国 目 的 期 間
人文学部 教 授 山 口 博 中華人民共和国 古代和歌 に お け る 中国詩の影
元. 5 .  15 
響の研究 元 . 5 .  23 
理 学 部 学部長 小黒 千足
スJてイ ン 第 1 1回国際比較内分秘学会に 元. 5 .  12 
教 授 ポ ル ト ガlレ 出席及び情報交換
・ 研究打合
外 国 出 張
せ 元. 5 .  22 
，， 助教授 庄子 デ ン マ ー ク 北極圏 に お け る 雪氷 コ ア に よ
元 . 5 .  4 
る 比較氷河観測 元 . 7 .  2 
教 養 部 助教授 竹内 章 中華人民共和国 日 中地震予知共同研究 に お け
元 5 . 27 
る 研究打合せ及 び野外調査 元. 6 .  2 1  
海外研修旅行 理 学 部 助教授 笹山 雄一
スペ イ ン 第 1 1回国際比較内分秘学会に 元 5 12 
ポ ル ト ガ Jレ 出席及び↑静日交換・研究打合せ 元 5 22 






講 師 上野 隆三








臨 時 用 務 員 島 崎 博
（会計係）
講 師 井上 逸兵
（英 語 ） 教務補佐員 大平 豊
（化 学 ）
白6qL 
平成元年 6 月 1 日 品ザ同与 報 第307号
附属図書館 文部事務官 織田 世起
事務補佐員 小 田 木治太郎 （ 学務係 ）
（閲覧係）
事務補佐員 京 回 典子
（閲覧係） 理 学 部
教 授 水谷 義彦
（陸水学）
〈住所変更〉
事 務 局 工 学 部
文部事務官 松本 修一 講 師 小原 治樹
（ 学 事調 査 係 ） （制御機器 ）
教 養 部
人文学部 助 教 授 岡村 信孝
教 授 藤本 幸夫 （哲 学 ）
（覇 ：1毛） 文部事務官 稲垣 克 己
（ 会計 係 ）
主 要 行 事
l竺
5 月
4 ～ 5 日
9 日






学 内共通経 費所要額調書 ヒ ア リ ン グ
平成元年度国立学校等幹部職員研修 （ 課 長
級 ） （於 ： 国立 オ リ ン ピ ッ ク 記念青 少 年 総
合 セ ン タ ー ）
国立大学協会第 6 常 置委員会
（於 国立大学協 会 ）
定期健康診 断 （教養部 ）
部局長懇談会
第 14団 体育祭
国立大学事務局長会議 （於 ： 学士会 館 ）
第 2 回授業料等減免選考委員会
15～ 1 6 日 X 線間接撮影
16 日 日 本 育英会事務協議会
（於 ： 名 古屋産業貿易会館 ）
第 2 回入学試験管理委員会 ・ 第 2 回 入学 者
選抜方 法研究委 員 会 の 合 同 委 員 会
1 7 日 定期健康診断 （ 人文学部 ・ 理学部）
18日 総 合大学院検討委員 会
中部地区学生補導研究会第33回総会
（於 ： 石川厚生年 金 会 館 ）
18～19日 X 線間接撮影
19 日 学長候補者選挙管理委員会
19～20 日 全 国国立大学工学系学長懇談 会 （ 於 大 阪
大 学 ）
19～21 日 第 14団体育祭
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22 日 公開講座委 員 会




24 日 文部省共 済組合主管課長会議 5 月 9 日 学部予算委員会
（ 於 東京青 山 会 館 ） 学部入学者選抜方法検討委員会
25～26 日 国立学校等経理部課長会議 10日 学部教務委員会
（於 ． 東京医科歯科大学 ） 教授会
大学院委員会 人事教授会
国際交流委員会 1 1 ～ 1 2 日 日 本教育大学協会学長 ・ 学部長等連 絡 協 議
第 3 回 評議会 会 （於 箱根町）
29 日 温窓会役員会 15日 附属学校運営委員会
第50回国立大学学生部次長協議会 16 日 学部職業補導委 員 会
（於 東 京 ガ ー デ ン パ レ ス ） 17 日 学部予算委員会
30 日 平成元年度国立大学学生部次長 ・ 課 長 ， 国 教授会
立高等専門学校学生課長会議 人事教授会
（於 ’ 東京医科歯科大学） 22～23 日 日 本教育大学協会北陸地区評議会
30～31 日 国立大学入学者選抜研究連絡 協 議会 第 10回 （於 金沢大学）
大会 （於 ・ 国立教育 会 館 ） 23 日 附属 幼椎園幼児教育研究会
30 日 ～ 第34回大学祭 （ 6 月 5 日 ま で ） 23～24 日 附属 小学校教育研究発表会
31 日 本学創立記念 日 25～26日 日 本教育大学協会北陸地区技術 ・ 職 業 ・ 職
職員永年勤続者表彰 業補導部門研究協議会 （於 ． 福井市 ）
全国国立大学教員養成学部事務長協議会
（於 茨城大 学 ）
文 Aチ� 27 日 全国国立大学附属 学校連盟校園長会総 会 ・
部会 （於 東 京 都 ）
5 月 2 日 教育実習委員会 28 日 全国国立大学附属学校連盟代議員会 （ 於 ．
8 日 学部入学者選抜方法検討委員 会 東京都 ）
事務連絡会 30 日 附属学校園合 同 避難訓練
10日 就職説明 会 学部入学者選抜方法検討委員 会
教育実習説 明 会




各 コ ー ス 対抗 ソ フ ト ボ ー ル ・ バ レ ー ボ ー ル
大会 5 月 8 日 係長会議
12 日 学部補導委員会 （持 ち 回 り ） 10日 学部教務委員会
17 日 学生定期健康診断 学部入学方法検討委員 会
紀要委員会 人事教授会
18～19日 第 30回 15大学人 文系学部長会議 （ 於 埼 玉 教授会
大学） 1 1 日 学部将来構想検討委員会
19日 学部補導委員 会 （持 ち 回 り ） 12 日 係長会議
24 日 教授会 15日 学部入学方法検討委員会
人事教授会 16日 コ ン ビ ュ ー タ 管理運営委員会
人文科学研究科教務等検討委員会 「昼間主 コ ー ス 」 学部就職説 明 会
1 7 日 学部入学方法検討委員会
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人事教授会
教授会
18臼 学部補導委員会 （持 ち 回 り ）




25 日 「夜間主 コ ー ス 」 学部就職説明会
25～26 日 春季国立1 1大学経済 ・ 経営学部長 及 び 事 務









15 日 有機微量分析装 置運営委員会
17 日 学生定期健康診断
24 日 動物実験委員会
第 6 回国立 15大学 理学部事務長会議 （ 於 ．
山 口 大学）
25～26 日 国立 15大学理学部長会議 （於 ： 山 口 大 学 ）
29 日 ガ ラ ス 工作室運営委員会
A十.... 部
｜












25～26 日 第 39回 国立大学工学部長会議
報
（於 ： 大分大学）
29 日 学部補導委 員 会
第307号
5 月 2 日 補導委員会
8 日 視聴覚教育委員会
10日 将来計画委員会
1 1～12 日 全 国国立大学教養 （ 学 ）部長会議 ・ 同 事 務






｜ 附 属 図 書 館 ｜
5 月 1 日 係長事務打合 せ 会
2 日 図 書 館業務電算化 ワ ー キ ン グ グ ル ー プ打 合
せ 会
23 日 第 3 回図書館増築 に 伴 う 検討小委員会
24 臼 北陸地区国立大学 附属図書館 シ ス テ ム 化担
当 職員打合 せ 会 （於 ： 金沢大学附属図書館）
25 日 第58田 富 山 県図書館協会定期総会
（於 ： 富 山 県立図書館）
29 日 平成元年度国立大学附属 図書館事務部 課 長
会議 （於 ． 東京医科歯科大 学 ）
31 日 係長事務打合 せ会
ト リ チ ウム科学セ ンター ｜
5 月 12 日 第 6 回 ト リ チ ウ ム 科学 セ ン タ ー 将来計 画 専
門委員会
平成元年度第 2 回 ト リ チ ウ ム 科学 セ ン タ ー
運営委員会
16 日 第 17回 ト リ チ ウ ム 科学セ ン タ ー将来計画 ワ ー
キ ン グ グ ル ー プ 会 議
22 日 R ・ I 特別健康診断
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｜ 地域共同研究セ ンター ｜
5 月 9 日 富 山 県 及 び（附 日 本 テ ク ノ マ ー ト 関係者視 察
23 日 地域共同研究 セ ン タ ー 運営 委 員 会
24 日 山形県関係者視察
｜ 保健管理セ ンター ｜
5 月 10 日 定期 健康診断 （教養部 2 年 生 ）
資
報 第307号
1 5 日 X 線間接撮影 （学部女子学生 ）
1 6 日 X 線間接撮影 （学部女子学生 ）
1 7 日 定期健康診断 （人 文 ， 理 学 部 3 ' 4 年 生 ，
大学院 生 ）
18日 X 線間接撮影 （学部女子学生 ）
1 9 日 X 線間接撮影 （学部男子学生）
24 日 定期健康診断 （経済学部 3 ' 4 年 生 ）
料










農 ． 林 ． 漁 業
鉱 業
建 設 業 5 2 14 5 27 
食料品 ・ た ば こ 製造業 6 6 1 14 
織 維 工 業 2 2 4 
衣服 ・ その他の繊維製品
製 出版 ・ 印刷同関連産業 3 3 3 9 
化 守＂＇！： 工 業 1 2 10 1 1  24 
石 油 製 品 ・ 石 炭 製 品
鉄 S岡 業 5 6 
造 非 金 属 製 造 業 3 5 
金 属 製 品 製 造 業 5 2 1 1  18 
一 般 機 械 器 具 3 7 17  28 
電 気 機 械 器 具 5 3 9 6 60 83 
業 輸 送 用 機 械 器 具 3 27 30 
精 密 機 械 器 具 5 3 8 
そ の 他 の 製 造 業 3 12 8 13  36 
計 10  8 44 47 1 56 265 
卸売
在日 7官金Eご 業 7 18 10 36 
7τ主E＝ま 業 19 6 20 2 47 
計 26 7 38 1 2  83 
銀 行 信 託 業 23 24 
証 券 業 ・ 商 品 取 引 業 6 3 1 1  20 
保 険 業 14 2 16  
そ の他の金融 ・ 保険業 1 1  1 13 
計 7 3 59 4 73 
- 32 
よ？と部





電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 業
医 療 保 健 業
サ 法 務
巧・三2' 教
ビ 非 営 利 的 団 体
ス 情 報 処 理




国 家 事 務
地 方 事 務
言十
上 記 以 外 の も の
メa 五十
規 大 企 業（従業員数300人以上 ）
模 中 企 業
男lj （従業員数30～299人 ）
就 } ι 業
職 （従業員数29人以下）








理 工 � 
子;il4 'T A以．
部 部 計
2 2 4 
4 9 1 14 
3 3 6 
4 12  1 3 20 
5 6 1 1  
3 3 
22 10 43 30 16  121  
25  9 13 1 48 
47 22 56 3 1  1 6  172 
20 135 3 33 2 193 
3 4 7 5 3 22 
1 3  9 26 3 51  
1 6  1 3  33 8 3 73 
3 3 
137 192 264 128 203 924 
62 20 181 67 162 492 
32 10 40 16  33 131  
6 1 1  7 1 2 27 
37 151 36 44 6 274 
富 山 大 学 庶 務 部 庶 務 課
富 山 市 五 福 3 1 9 0 
第 一 共 同 印 刷 株 式 会 社
富山市太郎丸 1 2 2 0-2 
電 話 (21 )  0 1 9 6 
